
想像し得る未来に暮らしをもっと近づける。
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最終報告会
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【前回報告内容 再掲】実用再開に向けた検討テーマ
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機体メーカーとの協議
使用機体の再調整

運用体制の簡略化検討 再度サービス提供の準備

✓ 機体メーカーとのアライアンス
体制構築

✓ 機体運航におけるデータ要求

✓ 飛行冗長性機体の使用

✓ レベル4機体開発の提言

✓ 運用人員の簡略化の為の検討

→注文差配担当業務のシステム運
用化

→オンデマンドサービスフローへ
の変更

→フライトディレクターの遠隔運
用の構築・研修
∟設営・片付け業務の簡略化
∟通信安定性

✓ サービス提供体制の見直し

✓ サービス提供可能商品の追加検
討

✓ 負荷サービステストの連続実施

以下3段階の安全性・効率性の検討を行う
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工業技術研究院( ITRI)との基本合意
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6,000名以上が在籍する政府系の巨大研究機関である工業技術研究院(ITRI)と、
TOMPLAは「日本市場におけるドローン配送の普及」に向けた基本合意を締結。

日本でドローンを用いたスマート配送のサービス実装を支援するTOMPLAは、ITRI開発のスマート物流設備を活用します。

ITRI紹介資料抜粋
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即座に墜落しない機体と省人化を可能にするスマート物流設備

ドローン機体 ドローンポート

<運航人員の省人化>
・QRコードでの商品引き出しが可能
→商品積み込みを専用人員

台湾の政府系研究機関、工業技術研究院 機械メカトロニクスシステム研究所が開発したスマート物流設備。

配達拠点としてのドローンポートを配備し、専用ドローンで高速配達の実現を可能にします。

<都市空間内の小規模スペースでも設置が可能>
・着陸台幅147x147cm、高さ210cm
→スリムな配置により駐車場1台分程度のスペース
→高さがあるため一般人の機体接触を回避

<汎用性の高いパーツ素材と動作検証>
・2重GPS、8枚プロペラなど冗長性保有
・フライトコントローラーにCubepilot社製採用
・自社研究所敷地内での飛行検証の実施
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【Sky del ivery  system資料抜粋】機体・機材調達パッケージ

ドローン機体

[機体着陸が不要なポート]
・機体が着陸しない為、着陸に掛かる時間・人員の効
率的な運航が可能
・受取り場所として複数設置が可能

ドローンポート

[複数設置しやすいポート]
・商品積み込みを専用人員が実施
・コンパクトかつ量産体制が整っている他、受取り場
所として複数設置が可能

都市部での安定運用を想定し、商品配送形式に対応できる機体と、常設・多数設置に対応できるポートをご用意。
貴社の想定するドローン配送モデルに合わせた機体・機材提供を行います。

商品吊り下げ方式

ポート着陸方式

商品吊り下げ方式 ポート着陸方式
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Strictly Confidential
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世界に先駆け、大阪万博2025年までに都市型ドローン配送の実用化を目指す

型式認証取得

スマート物流の地域実装により
地域単位の物流DX人材の創出

2023 2024
2025

(大阪万博開催)

公共事業/赤字路線における
過疎地域で日用品・医薬品
レベル4ドローン配送

実証実験 エアモビリティの万博サービス型式認証取得

過疎地域で日用品・医薬品
レベル3ドローン配送

実用事業の開始

事業開始の実証テスト

自社事業開始に向けた準備・体制構築

トライアル
テスト

ドローン配送企業として世界へPR

公共事業/赤字路線における
過疎地域で日用品・医薬品
レベル4ドローン配送

従来のスマート物流は事業効率性を高める目的で企業内完結していた。

自治体と物流企業が協働体制となり、企業が行う事業を「地域の社会基盤としてのスマート物流の地域実装」という
取り組みに昇華させる事で、域内物流のDX化を加速させる。

都市型ドローン配送の段階として、まずは～政令指定都市クラスの港湾区域や工業団地、河川周辺区域等で実現。
飛行環境整備が必要となる都心ビルの周辺飛行や過密商業地区上空などは随時協議。




